
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

目標３

（課題３）

基準年度
平成29年

度
平成30
年度

令和元
年度

令和２年
度

令和３年
度

79.9% 86.6% 93.3% 100% 100%

75% 81% 87%

100% 100% 100% 100% 100%

100%

集計中
（R2年12
月頃公

表）

集計中

令和２年度に100％を目標値として設定した。
新水道ビジョンに示す安全、持続、強靱という政策課題を解決し、需要者のニーズに対応した信頼性の高い水道を次世代に継承していくため
には、すべての水道事業者等が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で「水道事業ビジョン」を策定することが重要である。
水道事業ビジョン策定状況  ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/topics/chiiki.html
【水道事業ビジョンの策定にあたっては、水道の「持続」の観点も含めることとしていることから、水道事業ビジョンの策定状況はAPのKPIであ
るインフラ長寿命化基本計画に基づく個別施設計画の策定率の代替指標とすることができるため、新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰ
Ｉと同じ指標を測定指標として設定している。】

（参考）個別施設計画（水道事業ビジョンを含む）の策定状況
　平成27年度実績：69％、平成28年度実績：73％

2

水質基準適合率
（アウトカム）
（「水道統計」（公益社団法人日本水道
協会）の数値をもとに集計）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

99.9%
平成16年

度
100% 毎年度

水道法に定められた水質基準に適合した水を給水することが、すべての水道事業者等において必要であるため指標として選定した。

（参考）水質基準適合率
平成27年度：100%、平成28年度：100%

年度ごとの実績値

目標年度

1

個別施設計画（水道事業ビジョンを含
む）策定状況
（アウトプット）
（水道課調べ。全国の上水道事業者数
に対する水道事業ビジョン策定済み又
は個別施設計画策定済み上水道事業
者数の割合（H27年度分より実施））
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

69%
平成27年

度
100% 令和２年度

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

各課題に対応した達成目標

達成目標/課題との対応関係 達成目標の設定理由

水の安全性の確保 安全な水供給のためには、水道事業者によるリスクの把握と統合的アプローチによる水質管理が求められているため。

災害に強い水道の確保
地震等の自然災害時や水質事故等の非常時においても、利用者への給水を確保できるよう、水道事業者等には基幹的な水道
施設の強靱化や迅速な復旧体制が求められているため。

水道事業の持続性の確保
人口減少社会を迎え経営状況が悪化する中で、将来にわたり安全な水の安定供給を維持できるよう、水道事業の基盤強化が不
可欠であるため。

施策の概要

「安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保すること」という施策目標を達成するため、以下の施策を実施する。
・すべての水道事業者が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で作成する事業計画（「水道事業ビジョン」）の策定を支援する
・最新の知見に基づき水道水質基準等の見直しを逐次行うことにより、水質基準に適合した安全な水の供給を推進する
・水道事業者等における耐震化計画策定を促進するとともに、基幹管路等の耐震化を推進する
・事業統合や経営の一体化により施設や経営の効率化・基盤強化を図る広域連携を推進する。

施策実現のための背景・課題

1 全国的に水道の整備が進み、国民のほとんどが安全な水を安定して利用できる状況が達成されているが、依然として水源汚染リスク等が存在しており、リスクに対応した安全な水供給の確保が課題となっている。

2
耐用年数を超えた水道管路の割合が年々上昇しており、水道施設の老朽化の進行が課題となっている。また、水道管路の耐震適合率は４割に満たず、大規模災害時には断水が長期化するリスクを抱えており、耐震化の遅れ
が課題となっている。

3
水道事業は主に市町村単位で経営されており、小規模な水道事業は職員数も少なく、適切な資産管理や危機管理対応に支障が生じている。人口減少社会を迎え、経営状況が悪化する中で、水道サービスを継続できないおそ
れもある。多くの水道事業者が小規模で経営基盤が脆弱であることが課題となっている。
また、約３分の１の水道事業者において給水原価が供給単価を上回っており、計画的な更新のために必要な資金を十分確保できていない事業者も多い。計画的な更新のための備えが不足していることが課題となっている。

令和２年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保すること（施策目標Ⅱ－２－１）
　基本目標Ⅱ：安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること
　　　施策大目標２：安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保すること

担当
部局名

医薬・生活衛生局　水道課 作成責任者名 水道課長　熊谷　和哉

（厚生労働省２（Ⅱ－２－１））



平成30年
度

令和元年
度

(1)

水道行政強化拡充費
（平成17年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（3百万円）

5百万円 1,2,3,4,5 367

(2)

水質管理等強化対策費
（平成17年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

12百万円
（11百万

円）

12百万円
（10百万

円）
12百万円 2 368

(3)

水道水源水質対策費
（平成6年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

10百万円
（8百万円）

10百万円
（8百万円）

9百万円 2 369

(4)

給水装置等対策費
（平成9年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

8百万円
（4百万円）

6.5百万円
（4百万円）

7百万円  - 370

(5)

給水装置データベース事業促進費
（平成9年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

7百万円
（7百万円）

6百万円
（6百万円）

6百万円  - 371

(6)

給水装置工事主任技術者国家試験費
（平成9年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

1百万円
（1百万円）

5百万円
（5百万円）

3百万円  - 372

(7)

水道水質管理ベンチマーキング推進事
業費
（平成26年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - - -

(8)

新水道ビジョンに基づく水道事業基盤
強化の検討調査費
（平成28年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - 1 -

(9)

水道の基盤強化方策推進事業
（平成30年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（5百万円）

5百万円 1 377

(10)

水道水質管理の向上に関する調査検
討費
（平成29年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

4百万円
（3百万円）

4百万円
（3百万円）

- 2 366

(11）
水道水質管理向上対策費
（令和２年度）

­ ­ 4百万円 2 新02-047

水質管理業務の暫定評価手法の策定、水道事業者等向けベンチマーキングマニュアル等の策定、自家用水道向けベンチマーキングマニュアル等の策定、水道水質管
理にベンチマーク手法を導入し、優良事例との比較等を行うことで各事業者の自助努力を促すことにより、水質管理レベルの向上を図ることができることから、水質基
準適合率の向上に寄与すると見込んでいる。また、自家用水道向けにも同様の考え方を導入することにより、より安全な水道水の供給が可能となる。

平成25年３月に策定した、新水道ビジョンのフォローアップに資するデータの整理を行う。また、新水道ビジョンに基づく取組の促進を加速化させるため、各地域におけ
る水道事業体の横の連携を促進し、優良的な取組の全国展開を図る。さらには、新水道ビジョン策定後においても取組が停滞している様々な水道事業基盤強化に関す
る課題とその対応方策について、有識者も交えた場において、今後継続的に状況の分析と要因の検証、新水道ビジョンの見直しも含めた検討を行う。
【水道事業者等が策定する水道事業ビジョンの策定を支援】

水道の基盤強化を推進するため、都道府県、水道事業者等の各種取組（資産管理、広域連携、官民連携等）の進捗状況を把握し、先進・優良事例の横展開や、水道
事業者等の取組に関する情報・意見交換を通じて地域内の連携を促進する。また、取組が停滞している水道事業者等の抱える様々な課題について、要因の分析、水
道の基盤強化に資する有効な対応策を検討する。

水道担当行政部局における貯水槽水道に関する条例等制度、管理状態の把握、不適切施設に対する指導及び水道事業者等との連携状況を調査し、地方公共団体に
おけるより効率的な貯水槽水道の管理方策を全国へ展開する。また、水道事業体における水安全計画の運用及び見直し状況を把握し、継続的な計画の運用に当たっ
ての課題を整理する。運用中の水安全計画をもとに水源から蛇口に至る過程のカテゴリー分類ごとにリスク因子を分析することで運用における重要な管理ポイントを抽
出し、水安全計画策定ガイドライン（平成20年５月）を改訂し、全国への普及を図ることで、水質基準適合率の向上に寄与すると見込んでいる。

水道担当行政部局における貯水槽水道に関する条例等制度、管理状態の把握、不適切施設に対する指導及び水道事業者等との連携状況を調査し、地方公共団体に
おけるより効率的な貯水槽水道の管理方策を全国へ展開する。また、水道事業体における水安全計画の運用及び見直し状況を把握し、継続的な計画の運用に当たっ
ての課題を整理する。運用中の水安全計画をもとに水源から蛇口に至る過程のカテゴリー分類ごとにリスク因子を分析することで運用における重要な管理ポイントを抽
出し、水安全計画策定ガイドライン（平成20年５月）を改訂し、全国への普及を図る。

①全国水道関係担当者会議、水道技術管理者研修会の開催②水道の現状等についての国民への普及啓発③水道事業体等の事業計画の調査及び結果報告書の作
成等を実施する。
水道技術管理者研修や国民への普及啓発などを行うことにより正しい知識･理解が進み、安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保することに寄与すると見込ん
でいる。

外部精度管理調査計画の策定・実施、水質検査機関担当者を対象とした研修会の実施、一部の登録水質検査機関を対象とした精度の取組（検査機器・薬品等の管
理）に関する実地調査の実施、水道水中の物質の濃度を測定するための水質検査方法の設定、水道用薬品に関する検討・調査を実施する。
水質検査の精度確保の取組に関する実地調査等を実施し、水質検査機関の技術能力の把握及び向上を図ること等により、水質基準適合率の向上に寄与すると見込
んでいる。

水道事業者による水質管理目標設定項目等の測定結果の収集・整理を行い、水質基準への移行の検討に資する解析の実施・水質項目の毒性に関する情報収集・整
理、原水・浄水の存在状況の調査及び基準設定の必要性を検討する。
水質基準項目等の中で優先的に存在状況の把握と毒性に関する情報収集を実施すべき項目について存在状況を把握し、対策の検討を行うこと等により、水質基準適
合率の向上に寄与すると見込んでいる。

諸外国における水道システム・給水装置の構造材質及び給水装置の施工に係る規制・基準等の調査・我が国の給水装置の施工、構造材質基準に係る調査検討及び
我が国の市場にある給水装置に対する構造材質基準への適合性に関する調査を実施する。
新技術や新材料等に対応するための施工技術調査や国内製品の基準項目に関する調査を実施し、また我が国の基準と諸外国における各種基準や規制方法等につ
いて整理・把握を行うことを通じて、給水装置の構造材質基準の適宜見直しを行うことにより、水道水のより安全な供給に寄与すると見込んでいる。

給水装置データベースの改良、給水装置の情報入力、給水装置データベースの保守管理を実施する。
需要者が水道法に適合した水質の水道水を使用できるよう、給水装置の構造及び材質の基準に関する省令において給水装置の性能基準が定められており、給水装
置の適合製品に関する情報や給水装置に関連する情報を需要者や工事施工者に提供することで、安全な水道を持続していくことに寄与すると見込んでいる。

免状の交付及び免状交付者情報を記録する。
給水装置工事主任技術者については、給水装置工事における適法性や技術水準の確保に関して、技術上の総括となる職責と地位を有しており、その国家資格を取得
するための試験は、給水装置に関する法令や施工技術の最新の知見を問うものとして毎年作成しており、需要者に直結する給水装置工事の適切性を確保することで、
安全な水道を持続していくことに寄与すると見込んでいる。

達成手段１

予算額（執行額） 令和２年
度

予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和２年行政事業レビュー事業番号



基準年度
平成29年

度
平成30
年度

令和元
年度

令和２年
度

令和３年
度

79.9% 86.6% 93.3% 100% 100%

75% 81% 87%

41.8% 43.4% 45.1% 46.7% 48.4%

39.3% 40.3% 集計中

平成30年
度

令和元年
度

(12)

水道行政強化拡充費（再掲）
（平成17年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（3百万円）

5百万円 1,2,3,4,5 367

(13)

新水道ビジョンに基づく水道事業基盤
強化の検討調査費（再掲）
（平成28年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - 1 -

(14)

水道の基盤強化方策推進事業（再掲）
（平成30年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（5百万円）

5百万円 1 377

(15)

水道施設整備事業調査費（水道施設
整備事業調査諸費含む）
（平成16年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

33百万円
（19百万

円）

33百万円
（24百万

円）
33百万円 3 373

(16)

水道施設整備費補助（水道施設災害
復旧費補助含む）
（①昭和27年度、②昭和42年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

61,264百
万円（※う
ち29年度
繰越分

36,302百
万円）

（54,308百
万円）

60,599.5百
万円（※う
ち30年度
繰越分

40,568百
万円）

（48,186百
万円）

114,472.5
百万円（※
うち元年度

繰越分
64,283百
万円）

3,4,5 374

(17)

重要給水施設水道管路強靱化事業
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - 3 -

(18)

水道施設強靱化推進事業費
（平成29年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

7百万円
（6百万円）

6百万円
（4百万円）

6百万円 3 365

(19)
災害時初動対応支援体制強化事業費
（令和2年度）

- - 3百万円 新02-048

将来の人口減少化社会を見据えた広域化やダウンサイジングを踏まえた施設の再配置や管路更新時におけるルート選定・口径決定及びバックアップのあり方等の水
道管路の再構築のあり方について、全国の水道事業者に対しアンケート調査等を実施し、先進的な事例を収集する。
水道施設全体として強靭化を図るための方策や、耐震化に関する技術的な対応方策や効果的・効率的な進め方、断水した場合の優先的復旧に係る対応など、ソフト・
ハード両面における強靭化方策を整理することで、災害に強い持続的な水道の確保の推進支援に寄与すると見込んでいる。

大規模な災害時でも、速やかに水道の被災状況を把握し、水道の早期復旧を目指す。
・被災状況・支援ニーズの把握及び厚生労働省本省等への報告
・被災水道事業体に対する応急給水・応急復旧等対応方針の助言
・復旧状況等の厚生労働省本省への報告
・被災水道事業体と民間企業との仲介等調整支援
・水道技術者等へのマニュアル研修及び訓練

①全国水道関係担当者会議、水道技術管理者研修会の開催②水道の現状等についての国民への普及啓発③水道事業体等の事業計画の調査及び結果報告書の作
成等を実施する。
水道技術管理者研修や国民への普及啓発などを行うことにより正しい知識･理解が進み、安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保することに寄与すると見込ん
でいる。

平成25年３月に策定した、新水道ビジョンのフォローアップに資するデータの整理を行う。また、新水道ビジョンに基づく取組の促進を加速化させるため、各地域におけ
る水道事業体の横の連携を促進し、優良的な取組の全国展開を図る。さらには、新水道ビジョン策定後においても取組が停滞している様々な水道事業基盤強化に関す
る課題とその対応方策について、有識者も交えた場において、今後継続的に状況の分析と要因の検証、新水道ビジョンの見直しも含めた検討を行う。
【水道事業者等が策定する水道事業ビジョンの策定を支援】

水道の基盤強化を推進するため、都道府県、水道事業者等の各種取組（資産管理、広域連携、官民連携等）の進捗状況を把握し、先進・優良事例の横展開や、水道
事業者等の取組に関する情報・意見交換を通じて地域内の連携を促進する。また、取組が停滞している水道事業者等の抱える様々な課題について、要因の分析、水
道の基盤強化に資する有効な対応策を検討する。

水道施設設置状況、耐震化基礎調査、水道施設整備施工技術動向調査、水道におけるアセットマネジメント導入等に関する調査、長期的な水需給を考慮した広域的な
水道施設の再構築ガイドライン策定調査費、水資源開発施設の有効利用等に関する調査、浄水処理施設等の最適化に関する調査を実施する。
水道に係る基礎調査等を行うことにより、実態を踏まえた水道施設の耐震化やアセットマネジメントの導入、広域的な水道施設再構築の推進が可能となり、安全で質が
高く災害に強い持続的な水道の確保の推進支援に寄与すると見込んでいる。

１．.地方公共団体が実施する水道施設の整備に必要な事業費の一部補助　　①簡易水道等施設整備費補助（補助率：4/10,1/3,1/4）：布設条件の特に厳しい農山漁村
における簡易水道の整備事業　　②水道水源開発等施設整備費補助（補助率：1/2,1/3,1/4,定額）：ダム等の水道水源施設整備事業、水源水質の悪化に対処するため
の高度浄水施設整備事業など　が補助対象となる。
２．都道府県が取りまとめた耐震化等に関する事業計画に基づき耐震化対策に要する経費の一部交付　　①水道施設（簡易水道事業に係る施設、上水道事業に係る
施設等）　②保健衛生施設等（精神科病院、原爆被爆者保健福祉一説等）が交付対象となる。
水道施設の整備に対する財政支援を実施することにより、
・水道未普及地域の解消
・基幹水道構造物の耐震化、老朽管更新などによる施設の耐震化率・耐震適合率の向上
・水道事業の広域化による運営基盤強化　　等
を図ることができ、安全で質が高い水道の安定的な確保に寄与すると見込んでいる。

新水道ビジョンに示す重要給水施設に至る水道管路の耐震対策を推進する上で、ルート決定上の課題や取り組みに先進的な水道事業体の実施事例を調査し、報告
書にまとめる。取り組みに先進的な水道事業体等の事例を参考に、取り組みの遅れている水道事業者の耐震化計画に反映することで重要給水施設に至る水道管路の
早期の耐震化完了の実現に寄与する。

達成手段２

予算額（執行額） 令和２年
度

予算額

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和２年行政事業レビュー事業番号

令和２年度に100％を目標値として設定した。
新水道ビジョンに示す安全、持続、強靱という政策課題を解決し、需要者のニーズに対応した信頼性の高い水道を次世代に継承していくため
には、すべての水道事業者等が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で「水道事業ビジョン」を策定することが重要である。
水道事業ビジョン策定状況  ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/topics/chiiki.html
【水道事業ビジョンの策定にあたっては、水道の「持続」の観点も含めることとしていることから、水道事業ビジョンの策定状況はAPのKPIであ
るインフラ長寿命化基本計画に基づく個別施設計画の策定率の代替指標とすることができるため、新経済・財政再生計画　改革工程表のＫＰ
Ｉと同じ指標を測定指標として設定している。】

（参考）個別施設計画（水道事業ビジョンを含む）の策定状況
　平成27年度実績：69％、平成28年度実績：73％

4

基幹管路の耐震適合率
（アウトカム）
（「水道統計」（一般社団法人日本水道
協会）の数値をもとに集計）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

34%
平成24年

度
50% 令和４年度

基幹管路の耐震適合率は、全ての水道事業者等において、水道施設の耐震化の状況を端的に把握することができる指標として選定したもの
で、令和４年度に50％とすることを目標値として設定した。
【本指標については、国土強靱化アクションプラン2018のKPIとして設定し、平成34年度に50％を目標値としている。】

（参考）基幹管路の耐震適合率
平成27年度：37.2%、平成28年度：38.7％

年度ごとの実績値

目標年度

3

個別施設計画（水道事業ビジョンを含
む）策定状況
（アウトプット）
（水道課調べ。全国の上水道事業者数
に対する水道事業ビジョン策定済み又
は個別施設計画策定済み上水道事業
者数の割合（H27年度分より実施））
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

69%
平成27年

度
100% 令和２年度

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

達成目標２について



基準年度
平成29年

度
平成30
年度

令和元
年度

令和２年
度

令和３年
度

79.9% 86.6% 93.3% 100% 100%

75% 81% 87%

平成29年
度

平成30
年度

令和元
年度

令和２年
度

令和３年
度

6 集計中

平成30年
度

令和元年
度

(20)

水道行政強化拡充費（再掲）
（平成17年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（3百万円）

5百万円 1,2,3,4,5 367

(21)

新水道ビジョンに基づく水道事業基盤
強化の検討調査費（再掲）
（平成28年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - 1 -

(22)

水道の基盤強化方策推進事業（再掲）
（平成30年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

5百万円
（5百万円）

5百万円
（5百万円）

5百万円 1 377

(23)

水道施設整備費補助（水道施設災害
復旧費補助含む）（再掲）
（①昭和27年度、②昭和42年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

61,264百
万円（※う
ち29年度
繰越分

36,302百
万円）

（54,308百
万円）

60,599.5百
万円（※う
ち30年度
繰越分

40,568百
万円）

（48,186百
万円）

114,472.5
百万円（※
うち元年度

繰越分
64,283百
万円）

3,4,5 374

(24)

水道産業国際展開推進事業費
（平成20年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

- - - - -

(25)

水道インフラシステム輸出拡大推進事
業
（平成30年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

18百万円
（17百万

円）

18百万円
（17.5百万

円）
18百万円 － 376

(26)

官民連携等基盤強化支援事業
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

11百万円
（10百万

円）

10百万円
（10百万

円）
10百万円 - 375

官民連携の導入に向けた課題を解決し、官民連携方策導入の促進を図るために水道事業者を支援する。
官民連携を推進することで持続可能な運営基盤の強化に寄与することを見込んでいる。

①全国水道関係担当者会議、水道技術管理者研修会の開催②水道の現状等についての国民への普及啓発③水道事業体等の事業計画の調査及び結果報告書の作
成等を実施する。
水道技術管理者研修や国民への普及啓発などを行うことにより正しい知識･理解が進み、安全で質が高く災害に強い持続的な水道を確保することに寄与すると見込ん
でいる。

平成25年３月に策定した、新水道ビジョンのフォローアップに資するデータの整理を行う。また、新水道ビジョンに基づく取組の促進を加速化させるため、各地域におけ
る水道事業体の横の連携を促進し、優良的な取組の全国展開を図る。さらには、新水道ビジョン策定後においても取組が停滞している様々な水道事業基盤強化に関す
る課題とその対応方策について、有識者も交えた場において、今後継続的に状況の分析と要因の検証、新水道ビジョンの見直しも含めた検討を行う。

水道の基盤強化を推進するため、都道府県、水道事業者等の各種取組（資産管理、広域連携、官民連携等）の進捗状況を把握し、先進・優良事例の横展開や、水道
事業者等の取組に関する情報・意見交換を通じて地域内の連携を促進する。また、取組が停滞している水道事業者等の抱える様々な課題について、要因の分析、水
道の基盤強化に資する有効な対応策を検討する。

１．.地方公共団体が実施する水道施設の整備に必要な事業費の一部補助　　①簡易水道等施設整備費補助（補助率：4/10,1/3,1/4）：布設条件の特に厳しい農山漁村
における簡易水道の整備事業　　②水道水源開発等施設整備費補助（補助率：1/2,1/3,1/4,定額）：ダム等の水道水源施設整備事業、水源水質の悪化に対処するため
の高度浄水施設整備事業など　が補助対象となる。
２．都道府県が取りまとめた耐震化等に関する事業計画に基づき耐震化対策に要する経費の一部交付　　①水道施設（簡易水道事業に係る施設、上水道事業に係る
施設等）　②保健衛生施設等（精神科病院、原爆被爆者保健福祉一説等）が交付対象となる。
水道施設の整備に対する財政支援を実施することにより、
・水道未普及地域の解消
・基幹水道構造物の耐震化、老朽管更新などによる施設の耐震化率・耐震適合率の向上
・水道事業の広域化による運営基盤強化　　等
を図ることができ、安全で質が高い水道の安定的な確保に寄与すると見込んでいる。

日本の水道界がアジア各国の水道の発展に貢献するとともに、国際市場に展開していくことを支援するため、次の業務を実施するもの。　①　水道セミナー開催　②　水
道産業国際展開ケーススタディ及び水道技術普及促進のためのネットワーク整備　③　国際標準獲得のための体制整備　④　海外水ビジネス創造のための官民連携
型案件発掘・形成事業　を実施する。
日本の水道事業者、水関連企業が有する技術・ノウハウを海外市場に提供することにより、アジア諸国等における衛生的な水供給の確保に貢献するとともに、アジア諸
国等の持続可能な発展の原動力となり、アジア諸国等の成長は日本の発展にも資することとなり、ひいては日本の水道事業の質の向上や持続性の確保に寄与するこ
とができると見込んでいる。

　「インフラシステム輸出戦略」（平成29年５月改訂）では、日本の成長戦略・国際展開戦略の一環として、開発途上国での上水道整備等の計画段階から、日本の官民
が連携して日本企業の展開を支援することを掲げている。本事業は、日本の水道産業の国際展開を目的とし、地方公共団体等と民間企業が連携して、途上国や水資
源に乏しい地域に案件発掘の段階から関与し、日本の優れた技術やノウハウを活用した水道インフラの輸出を支援する。

令和２年度に100％を目標値として設定した。
新水道ビジョンに示す安全、持続、強靱という政策課題を解決し、需要者のニーズに対応した信頼性の高い水道を次世代に継承していくため
には、すべての水道事業者等が自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で「水道事業ビジョン」を策定することが重要である。
水道事業ビジョン策定状況  ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/topics/chiiki.html
【水道事業ビジョンの策定にあたっては、水道の「持続」の観点も含めることとしていることから、水道事業ビジョンの策定状況はAPのKPIであ
るインフラ長寿命化基本計画に基づく個別施設計画の策定率の代替指標とすることができるため、ＡＰのＫＰＩと同じ指標を測定指標として設
定している。】

（参考）個別施設計画（水道事業ビジョンを含む）の策定状況
　平成27年度実績：69％、平成28年度実績：73％

（参考）指標 広域連携は、経営面でのスケールメリットの創出等につながることから、水道の基盤強化を図るための有力な方策の一つである。
そのため、平成30年12月に成立した水道法改正法においては、都道府県は、広域連携の推進も含め、水道事業の基盤強化を図るための水
道基盤強化計画を策定することとされている。
また、総務省と厚生労働省は、水道基盤強化計画の策定を見据え、広域化の推進方針やこれに基づく当面の具体的取組の内容等を定める
「水道広域化推進プラン」を令和４年度までに策定するよう、「水道広域化推進プラン策定マニュアル」(平成31年3月29日)等により全都道府県
に対して要請しているところである。

「水道広域化推進プラン」を策定した都道府県数

達成手段３
予算額（執行額） 令和２年

度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和２年行政事業レビュー事業番号

年度ごとの実績値

目標年度

5

個別施設計画（水道事業ビジョンを含
む）策定状況
（アウトプット）
（水道課調べ。全国の上水道事業者数
に対する水道事業ビジョン策定済み又
は個別施設計画策定済み上水道事業
者数の割合（H27年度分より実施））
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

69%
平成27年

度
100% 令和２年度

達成目標３について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠



(27)

水道事業の診断による経営の効率化
推進事業
（平成29年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会資
本整備等分野９】

50百万円
（※29年度
繰越分50
百万円）
（50百万

円）

- - 3 -

125,006,364（48,287,453) 115,990,000
平成30年度

102,006,599（54,453,630）

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

新経済・財政再生計画 改革工程表2018

国土強靱化アクションプラン2018

2018年12月10日

2018年6月5日

・2018年内に示す持続的経営を確保するための具体的な方針に基づく取組を推進
・都道府県を中心とした広域化の取組の推進
・先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導入や広域化・連携を促進

・新たな許可制度の運用について官民連携推進協議会等の場において周知するなど、改正水道法の趣旨を踏まえた
取組を推進する

・水道全体の効率化の効果を含めた維持管理・更新費の見通しを公表するとともに、アセットマネジメントの手引きを改
定し、長寿命化等による効率化効果の算定方法を提示することで、地方公共団体による公表について支援する

・個別施設計画について計画策定状況等を公表し、横展開を図るため、先進・優良事例をとりまとめる

・水道施設に関する耐震化計画等策定指針の周知等により、水道事業者等における耐震化計画策定を促進するととも
に、老朽化が進み耐震性のない基幹管路等の耐震化を推進
・耐震化計画等策定指針の周知等により、上水道、工業用水道施設等の耐震化を推進するとともに、都道府県や水道
事業者間の連携や人材の育成、ノウハウの強化、広域的な応援体制の確保・周知等を推進

広域連携や官民連携に意欲的な水道事業が行う、施設の最適配置、管理の一元化、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入等による事業の効率化についての検証や先進的な改善モデル
の作成・普及に対して支援することで、水道事業の基盤強化に寄与することを見込んでいる。

施策の予算額（執行額）（千円）
平成30年度 令和元年度 令和２年度 政策評価実施予定

時期(評価予定表）


